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Ⅰ　つがる市財務書類４表について

Ⅰ－１　　作成の経緯

　平成１８年６月に成立した「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関
する法律」（行革推進法）を契機に、地方の資産・債務改革の一環として「新地方公会計
制度の整備」が位置付けられました。

　これにより、「新地方公会計制度研究会報告書（平成１８年５月総務省）」で示された
「基準モデル」又は「総務省方式改訂モデル」を活用して、地方公共団体単位及び関連団
体等も含む連結ベースでの４つの財務書類を平成２１年度までに整備することが義務づけ
られたものです。

　　このような状況から、つがる市においても平成２０年度決算から連結財務書類４表を作
成したものですが、ここでは平成２６年度決算に基づく普通会計財務書類４表についての
概要をまとめています。

Ⅰ－２　　作成の基準

　貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の財務書類４表は、
「新地方公会計制度実務研究会報告」の「総務省方式改訂モデル」に基づき作成しています。

◆対象会計
　  普通会計

◆対象年度
　　平成２６年度を対象年度とし、平成２７年３月３１日を作成基準日としています。
　　なお、出納整理期間における収支については、基準日までに終了したものとして
　処理しています。

◆作成基礎データ
　　昭和４４年度以降の決算統計の数値を基礎として作成しています。

◆有形固定資産
　　有形固定資産は取得原価により計上しています。
　　昭和４４年度以降の決算統計の普通建設事業（補助金、負担金として支出した金額
　を除く。）を集計し、減価償却計算（用地取得費は除く）した後の金額を計上してい
　います。
　　普通建設事業のうち、つがる市以外の団体に補助金又は負担金として支出した金額
　については、つがる市が所有する資産ではないため、有形固定資産として計上してい
　ません。

財務書類４表とは

貸借対照表 行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書
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◆減価償却
　　土地以外の有形固定資産については、「新地方公会計制度実務研究会報告書（平成
　１９年１０月総務省）」に定められた耐用年数により、残存価格ゼロの定額法で減価
　償却を行っています。

（耐用年数表）

農業農村整備 20 区画整理 40
庁舎等 50 海岸保全 30 公園 40
その他 25 その他 25 その他 25

25 住宅 40
保育所 30 空港 25
その他 25 道路 48 その他 25

25 橋りょう 60
25 河川 49 庁舎 50

砂防 50 その他 10
造林 25 海岸保全 30 50
林道 48 港湾 49 25
治山 30 都市計画
砂防 50 街路 48
漁港 50 都市下水路 20

◆売却可能資産
　　平成２６年度売却可能資産は、次の方法により算出しています。

　①固定資産台帳の土地データから市名義の土地を抽出
　②地目が宅地、雑種地で地積が100㎡以上の土地を抽出
　③一筆ごとに財産確認を行い、売却可能資産を特定
　④価格の算出
    (1)路線価評価を行っている区域　→　路線価単価÷0.7×地積
    (2)路線価評価を行っていない区域　→　近隣の同一地目単価÷0.7×地積

消防費
労働費
農林水産費

教育費
その他

総務費

民生費 商工費
土木費

衛生費

決算統計上の区分 耐用
年数 決算統計上の区分 耐用

年数 決算統計上の区分 耐用
年数
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Ⅱ　貸借対照表（バランスシート）

Ⅱ－１　　貸借対照表とは

　地方公共団体の決算書は、１年間にどのような収入があり、何にいくら使ったのかを明らか
にするものですが、現在どれだけの資産があり、どれだけの負債があるのかがわかりにくいも
のとなっています。

　　
　そこで、貸借対照表を作成し、これまでに取得した土地や建物などの資産の状況と、その資
産を形成するための財源がどのように調達されたのかを明らかにします。

　この貸借対照表では、左側（借方）につがる市が保有している土地・建物・預金などの「資
産」を示し、右側（貸方）にその資産を形成したために、将来の世代が負担し今後支払いが必
要となるもの「負債」と、これまでの世代が負担し今後支払いの必要がないもの「純資産」が
いくらあるのかが示されます。

これまでの世代が負担
（支払い不要）

負　　　　債

将来の世代が負担

資　　　　産 （今後、支払いが必要）

（土地・建物・預金など） 純　 資　 産

【資金の使途】 【資金の源泉】
（資金を何に使ったのか） （資金をどこから調達したのか）

借　　　　　　　　方 貸　　　　　　方
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Ⅱ－２　　貸借対照表の概要

Ⅱ－２－１　総括

　平成２６年度末のつがる市の「資産」は、９１５億２７７６万円です。
　この「資産」を形成するための財源は、国・県の補助金やこれまでの世代が負担した「純
資産」４９８億０８２８万円と、将来世代の負担である「負債」４１７億１９４７万円
となっています。

平成２７年３月３１日住民基本台帳人口　34,695人

市民１人あたり 市民１人あたり
〔資産の部〕 〔負債の部〕
　１　公共資産 74,404,901 2,144 　１　固定負債 38,592,550 1,112
　(1) 有形固定資産 74,296,916 2,141 　(1) 地方債 33,539,996 967
　(2) 売却可能資産 107,985 3 　(2) 長期未払金 85,261 2

　(3) 退職手当引当金 4,967,293 143
　２　投資等 11,280,063 325
　(1) 投資及び出資金 7,183,641 207 　２　流動負債 3,126,926 90
　(2) 貸付金 0 0 　(1) 翌年度償還予定地方債 2,870,158 83
　(3) 基金等 3,909,834 113 　(2) 短期借入金 0 0
　(4) 長期延滞債権 276,766 8 　(3) 未払金 46,511 1
　(5) 回収不能見込額 △ 90,178 △ 3 　(4) 翌年度支払予定退職手当 0 0

　(5) 賞与引当金 210,257 6
　３　流動資産 5,842,797 167
　(1) 現金預金 5,765,198 166 負　　債　　合　　計 41,719,476 1,202
　(2) 未収金 77,599 1 〔純資産の部〕

22,703,241 654
39,447,475 1,137

　３　その他一般財源等 △ 12,342,431 △ 357
　４　資産評価差額 0 0

純  資  産  合  計 49,808,285 1,434

資　　産　　合　　計 91,527,761 2,636 負 債 ・ 純 資 産 合 計 91,527,761 2,636

Ⅱ－２－２　資産

１　公共資産

1 公共資産
2 投資等
3 流動資産 純資産

　１  公共資産等整備国県補助金等
　２  公共資産等整備一般財源等

借方 貸方
資　　産 負　　債

貸　　借　　対　　照　　表
（平成２７年３月３１日）

（単位：千円）
借　　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　　方

資産のうち「公共資産」は、有形固定資産と売却可能
資産で構成されており、７４４億０４９０万円と「総資
産」の８１．３％を占めています。
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２　投資等

　　資産のうち「投資等」は、公営企業や公社等への
  「出資金」や「貸付金」、基金、回収期限から１年
　以上回収できない長期延滞債権など合わせて１１２億 1 公共資産
　８００６万円となっています。 2 投資等

3 流動資産

　(1)  投資及び出資金

つがる市土地開発公社やふるさと市町村圏基金等に対する投資及び出資金から投資損失引当
　　金を差し引いた額が７１億８３６４万円となっています。

　(2)  貸付金

２６年度において貸付し、年度末で残高があるものはありません。

　(3)  基金等
　　

合併振興基金、市民特別検診事業基金等のその他特定目的基金が３８億３８８３万円、土地
　　開発基金が２６３６万円、奨学資金貸付基金等のその他定額運用基金が４３８４万円、退職
　　手当組合積立金７９万円の合わせて３９億０９８３万円となっています。

　(4)  長期延滞債権

市税や住宅使用料、保育料で納期限から１年以上納付されていない債権が２億７６７６万円
　　 となっています。

　(5)  回収不能見込額

過去の回収不能実績から、長期延滞債権のうち億９０１７万円を回収不能見込額として
　　 計上しています。

借方 貸方
資　　産 負　　債

純資産

(1)  有形固定資産
道路や公園、学校、保育所などの土地や建物などの有形固定資産が７４２億９６９１万円で

「総資産」の８１．２％を占めています。 主な内訳は、道路や公園、公営住宅などのインフ
ラ整備に２５５億３２９８万円（構成比２７．９％）、学校や社会・体育施設などの教育文化
施設の整備に２３３億２７５６万円（構成比２５．５％）農地や農林道、農業施設などの整備
に１３７億５０６２万円（構成比１５．０％）となっています。 ２６年度の主な資産取得と
して公営住宅、消防救急デジタル無線等がありますが、減価償却の増化により前年度に比べて
６億７８４２万円減少しました。

(2)  売却可能資産
公共資産のうち、旧筒木坂小学校用地など、現在行政目的のために使用されていない売却可

能資産は、１億０７９８万円となっています。
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３　流動資産

　　資産のうち「流動資産」は、財政調整や減債のための
　基金のほか、現金預金、市税等の未収金で構成されてお
　り、合わせて５８億４２７９万円となっています。 1 公共資産

2 投資等
3 流動資産

　(1)  現金預金

　財政調整基金が２７億８７２０万円、減債基金が２３億３２７５万円、歳計現金が
６億４５２４万円あり、現金預金の合計は５７億６５１９万円となっています。

　(2)  未収金

　２６年度の歳入として調定していた地方税のうち４８９１万円と、保育料や住宅使用料
など４７６０万円が未収金となっています。
　このうち、過去の回収不能実績から、１８９１万円を回収不能見込額として計上してい
ます。

Ⅱ－２－３　負債

１　固定負債

　　負債のうち「固定負債」は、２８年度（翌々年度）
　以降に支払いや返済が行われる地方債、長期未払金や
　退職手当引当金の合計３８５億９２５５万円となってい 1 固定負債
　ます。 2 流動負債

　(1)  地方債

      地方債のうち、翌々年度以降に償還されるものが３３５億４０００万円あり、負債総額の
　　８０．４％を占めています。
　　　なお、地方債は、２６年度に３８億８４００万円発行し、２８億６６０３万円償還した
　　結果、残高は１０億１７９７万円増加しました。

　(2)  長期未払金

　　　物件の購入等（リース取引等）や損失補償に伴う長期未払金が合わせて８５２６万円
　　となっています。

　(3)退職手当引当金
　　
　　　退職手当引当金は、特別職を含む普通会計の全職員が年度末に全員退職したと仮定した場合
　　に必要と見込まれる退職手当支給額で４９億６７２９万円となっています。

資　　産

負　　債

純資産

借方 貸方
資　　産 負　　債

純資産

借方 貸方
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２　流動負債

　　負債のうち「流動負債」は、１年以内に支払いや
　返済が行われる地方債、未払金、賞与引当金など合
　わせて３１億２６９２万円となっています。 1 固定負債

2 流動負債

　(1)  翌年度償還予定地方債

　　　地方債のうち、翌年度の償還予定額は２８億７０１５万円となっています。

　　　収支不足は発生していないので該当ありません。

　(3)  未払金
　　
　　　物件の購入等（リース取引等）や損失補償に伴う翌年度支払予定額が、合わせて４６５１
　　万円となっています。

　(4)  翌年度支払予定退職手当
　　
　　　退職手当組合に加入しているため計上額はありません。

　(5)  賞与引当金

　　　賞与引当金は、翌年度の６月に支給される賞与のうち、２６年度負担相当額で２億１０２５
　　万円となっています。

Ⅱ－２－４　純資産

１　公共資産等整備国県補助金等

　　住民サービスの提供に必要な資産整備などの
  財源として国・県から受けた補助金で２２７億 １　公共資産等整備国県補助金等

　０３２４万円となっています。
２　公共資産等整備一般財源等

２　公共資産等整備一般財源等
３　その他一般財源等

　　住民サービスの提供に必要な資産整備などの
　財源のうち、上記の国・県補助金と建設地方債 ４　資産評価差額

  を除いたもので３９４億６４２０万円となっ
　ています。

　(2)  短期借入金（翌年度繰上充用金）

借方 貸方

資　　　産

負　　債
純資産

借方 貸方

資　　産

負　　債

純資産
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３　その他一般財源等

　　「資産合計」－「負債合計」－「その他一般財源等以外の純資産合計」でマイナス
 　１２３億５９１５万円となっています。
 　　これは、翌年度以降の負担額のうち、１２３億５９１５万円については、既に使途
　 が拘束されているといえます。
　 　具体的には、退職手当引当金や赤字地方債（臨時財政対策債等）など資産形成につな
 　がらない負債に対して、それらの支出に対する備えが蓄えられていないことを表してい
   ます。
　　 このような状況が発生するのは、資産形成を伴わない負債が存在し、その支払いに対
　 する積み立てがなされていないためです。
 　　ただし、つがる市が例外的なわけではなく、多くの団体が多かれ少なかれその他一般
 　財源はマイナスになるものと考えられます。特に、臨時財政対策債等の赤字地方債は、
   地方交付税の代替措置として発行が認められたものであり、償還財源は将来の地方交付
　 税で賄うことが見込まれています。

４　資産評価差額

　　　売却可能資産に係る取得価格の把握が困難なため、新地方公会計制度実務研究会報告
　　に基づき、売却可能価格を取得価格と見なしたことから、資産評価差額はありません。

Ⅱ－２－５　注記

１　他団体及び民間への支出金により形成された資産

　  他団体及び民間への支出金により形成された資産は、総額１８億７２３８万円あり、
  このうち３億７９７４万円が一般財源等により充当されています。

２　交付税措置地方債の金額

    地方債残高３６４億１０１５万円のうち、２９５億０９２２万円については、将
　来の地方交付税の算定基礎額に算入されることが見込まれています。

３　普通会計の将来負担に関する情報

 　 普通会計の将来負担額５１０億１，８９６万円に対して基金等将来負担軽減資産が
　３１９億７，５３２万円あり、差引き１９０億４，３６３万円が実質的な将来負担額と
  なっています。

４　土地及び減価償却累計額

　  有形固定資産７４４億０４９０万円のうち、土地が８３億２０８３万円あり、償
　却資産は６６０億８４０７万円となります。
　  減価償却累計額は７２４億０２４２万円あり、償却資産の取得価格は１３８４億
　８６４９万円に対して５２．３％の減価償却が進んでいることになります。
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Ⅱ－３　　貸借対照表を用いた財務分析

Ⅱ－３－１　社会資本形成の世代間負担比率

社会資本の整備結果を示す公共資産を、これまでの世代と将来世代でどれだけ負担するの
かを示す比率です。
　　つがる市ではこれまでの世代の負担が５１．１％、将来世代の負担が４８．９％となって
います。

Ⅱ－３－２　歳入額対資産比率

歳入総額に対する資産の比率は、現在の資産が形成されるために何年分の歳入が充当さ
れているのかを示す比率で、年数が多いほど社会資本の整備が進んでいると考えられます。
　平均的な値は３～７年といわれており、つがる市は約３．４年の歳入に相当する資産を
保有していることになります。

A
B
B/A

Ⅱ－３－３　市民１人あたりの貸借対照表（バランスシート）

バランスシートを市民１人あたりに換算すると、資産は２６３万円、うち有形固定資産
が２１４万円、流動資産が１７万円となっています。
これに対して、負債は１２０万円、純資産は１４３万円となっています。

歳 入 額 対 資 産 比 率 3.42年 3.48年

歳 入 合 計 24,708 24,410
資 産 合 計 84,452 85,025

純資産合計　４９８億０８２８万円 （A)-(B）

（単位：百万円）

項　　　　　　　　目 平成２６年度 平成２５年度

公共資産合計　（A)
９１５億２７７６万円

これまでの世代が負担（Ｂ） 将来世代が負担
【５４．４％】 【４５．６％】
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Ⅱ－３－４　有形固定資産の行政目的別割合

　有形固定資産の行政目的別割合を見ることにより、行政分野ごとの公共資産形成の比重を
把握することができます。
　これを見ると、生活インフラ・国土保全が３４．４％と大きな比重を占めており、次いで　　　
教育が３１．４％、産業振興が１８．５％の順になっています。

構成比
34.4%
31.4%
4.6%
3.2%
18.5%
2.9%
5.0%

100.0%

Ⅱ－３－５　資産老朽化比率

　有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価格に対する減価償却累計額の割合を見
ることにより、耐用年数に比して償却資産の取得からどの程度経過しているのかが把握でき
ます。
　平均的な値は、３５～５０％の間の比率といわれており、つがる市の資産老朽化率は
４９．１％となっています。

A
B
C土 地 8,321 8,152

資 産 老 朽 化 率 A/(B-C+A) 52.3% 50.8%

減 価 償 却 累 計 額 72,402 69,006
有 形 固 定 資 産 合 計 74,404 75,102

⑦総務 3,696,259
有形固定資産合計 74,296,916

（単位：百万円）

項　　　　　　　　目 平成２６年度 平成２５年度

④環境衛生 2,384,511
⑤産業振興 13,750,625
⑥消防 2,163,443

①生活インフラ・国土保全 25,532,978
②教育 23,327,567
③福祉 3,441,533

（単位：千円、％）

目　　　　　　的 資産額

①生活インフ

ラ・国土保全

34.4%

②教育 31.4%③福祉 4.6%

④環境衛生

3.2%

⑤産業振興

18.5%

⑥消防 2.9% ⑦総務 5.0%
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Ⅲ　行政コスト計算書

Ⅲ－１　　行政コスト計算書とは

　行政コスト計算書は、１年間の行政活動のうち福祉活動やごみの収集のように「資産の
形成につながらない行政サービスに要する経費（経常行政コスト）」と「その行政サービ
スの対価として得られた財源（経常収益）」を対比させた財務書類です。

Ⅲ－２　　行政コスト計算書の概要

Ⅲ－２－１　総括

　平成２４年度中の「経常行政コスト」は非現金支出を含め２０６億０５２１万円、
これに対して、「経常収益」は４億６２１５万円で、差し引き「純経常行政コスト」は
２０１億４３０６万円となっています。

平成２７年３月３１日住民基本台帳人口　34,695人

経　常　行　政　コ　ス　ト　　　　　 100.0%
１．人にかかるコスト 18.7%
　  (1)人件費 16.5%
　　(2)退職手当引当金繰入 1.1%
　　(3)賞与引当金繰入額 1.0%

２．物にかかるコスト 31.3%
　  (1)物件費 12.6%
　  (2)維持補修費 2.2%
　　(3)減価償却費 16.5%

３．移転支出的なコスト 48.0%
　  (1)社会保障給付 19.1%
　　(2)補助金等 15.1%
　　(3)他会計への支出額 13.1%
　　(4)他団体への公共資産整備補助金等 0.8%

４．その他のコスト 2.0%
　  (1)支払利息 1.9%
　  (2)回収不能見込計上額 0.1%
　  (3)その他の行政コスト 0.0%

経　　常　　収　　益　　　 　ｄ 2.2%
１ 使用料・手数料 　　 　　　ｂ 2.2%
２ 分担金・負担金・寄附金    ｃ 0.7%

（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ 97.8%20,143,064 581

462,154 13
310,692 9
151,462 4

399,111 12
22,757 1

0 0

2,696,466 77
157,307 5
421,868 13

9,895,397 285
3,934,811 113
3,106,813 90

2,585,970 75
461,067 13
3,395,962 96

227,153 6
210,257 6

6,442,999 184

20,605,218 594
3,844,954 112
3,407,544 100

行　政　コ　ス　ト　計　算　書
自　　平成２６年４月　１日
至　　平成２７年３月３１日

（単位：千円）

区　　　　　　　　　　　　　分 金　　　　額 市民１人あたり 構成比率
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Ⅲ－２－２　経常行政コスト

１　性質別行政コスト

　資産形成に結びつかない１年間の行政
サービスを提供するために要した経費を
性質別に見てみると、人件費など「人に
かかるコスト」が３８億４４９５万円
で、経常行政コストの１８．７％を占め
ています。

　物件費、減価償却など「物にかかるコ
スト」は６４億４３００万円で経常行
政コストの３１．３％を占めており、内
訳は、物件費が２５億８５９７万円、維持
補修費が４億６１０６万円、減価償却
費が３３億９５９６万円となっていま
す。

　社会保障給付、他会計への支出など「移転支出的コスト」は９８億９５３９万円で
経常行政コストの４８．０％を占めており、主なものは、社会保障給付が３９億３４
８１万円、他会計への支出額が２６億９６４６万円です。

　支払利息など「その他のコスト」は４億４２８７万円で経常行政コストの２．０％
を占めており、支払利息が３億９９１１万円、回収不能見込計上額が２２７５万円
となっています。

２　目的別行政コスト

　経常行政コストを目的別にみると、福祉が６６億５４１９万円（構成比３２．３％）
と最も多く、次に産業振興が４４億７１００万円（構成比２１．７％）、教育が２１
億５９０７万円（構成比１０．５％）、総務が２１億６２０７万円（構成比１０．５％)
生活インフラが１８億４３８７万円（構成比８．９％）の順になっています。

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

①人にか

かるコス

ト 18.7%

②物にか

かるコス

ト 31.3%

③移転

支出的な

コスト

48.0%

④その他

のコスト

2.0%
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Ⅲ－２－３　経常収益

１　性質別経常収益

　「使用料・手数料」は、３億１０６９万円、「分担金・負担金・寄附金」が１億
５１４６万円となっています。

２　目的別経常収益

「経常行政コスト」と「経常収益合計」との比率は、教育（幼稚園使用料、体育施設使
用料）では０．３％、福祉（保育料）では２．４％、生活インフラ（住宅使用料）では
０．７％となっており経常行政コストの多くが受益者負担以外の税金で賄われています。
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Ⅳ　純資産変動計算書
Ⅳ－１　　純資産変動計算書とは

　純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でどのよ
うに変動したのかを表している計算書です。
　　

Ⅳ－２　　純資産変動計算書の概要

Ⅳ－２－１　総括

　平成２４年度の純経常行政コスト２０１億４３０６万円に対して、地方税や地方交付税
などの一般財源が１４３億４７３２万円、補助金等が５１億７２７８万円あり、投資損失等
の臨時的な要因によるコスト６０２万円を加えても、６億１６９４万円の財源がコス
トを下回っています。
この結果、期首に５０４億２５２２万円であった純資産残高が、期末では４９８億

０８２８万円となりました。

　　　無償受贈財産受入 0
　　　その他 0
　期末純資産残高 49,808,285

　　　　公共資産除売却損益 0
　　　　投資損失 6,026
　　　資産評価替えによる変動 0

　　　補助金等受入 5,172,778
　　　臨時損益 6,026
　　　　災害復旧事業費 0

　　　　地方税 2,429,638
　　　　地方交付税 10,952,729
　　　　その他行政コスト充当財源 964,952

　期首純資産残高 50,425,226
　　　純経常行政コスト △ 20,143,064
　　　一般財源 14,347,319

純　資　産　変　動　計　算　書
自　　平成２６年４月　１日
至　　平成２７年３月３１日

（単位：千円）

純 資 産 合 計
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Ⅳ－２－２　純資産の内訳

１　公共資産等整備国県補助金等
　　公営住宅建設や道路・農地の整備などで６億８１８５万円の国県補助金を受入れし、
　国県補助金の減価償却費が９億７４６７万円でしたので、前年度と比べ２億１１８６
　万円減少しました。
　　この結果、期末純資産残高は２２７億０３２４万円となりました。

２　公共資産等整備一般財源等

　　前述の資産整備などの財源のうち、国・県補助金と建設事業債を除いたもので、
　３９４億４７４７万円となっています。

３　その他一般財源等

　(1) 純経常行政コストと財源

  純経常行政コスト２０１億４３０６万円に対して、地方税や地方交付税などの
一般財源が１４３億４７３２０万円、補助金が５１億７２７７万円となっており、
投資損失を加味しても６億１６９４０万円の財源不足となっています。
　また、純計上行政コストに含まれている減価償却費には、実質的に負担していな
い補助金等を財源にした部分が９億７４６７万円含まれているため、これを考慮
すると３億５７７３３万円の財源が黒字であるといえます。

　(2) 臨時損益

　投資及び出資先ごとに時価評価をし、時価額が取得価格に比して上昇して
いるものについて、その差額６０２６万円を計上しています。

　(3) 科目振替

① 公共資産整備への財源投入、貸付金・出資金等への財源投入

　財源として拘束されていなかった一般財源が、公共資産や貸付金・出資金の財源
として使用される（資本的支出）ことにより、公共資産等整備一般財源等として拘
束されることを表しています。
　平成２６年度は、１０億３０９９万円の一般財源を公共整備に、９億０２０７
万円の一般財源を貸付金・出資金等に充当しました。

② 貸付金・出資金等の回収、減価償却による財源増
　公共資産等の財源として拘束されていた財源が、公共資産の処分や貸付金・出資
金等の回収により使途の自由な一般財源として回収された（資本的収入）ことを表
しています。
　平成２６年度は、貸付金・出資金の回収等により８３６２万円の一般財源を回
収し、減価償却により３３億９５９６万円をその他一般財源に振り替えました。

③ 地方債償還に伴う財源振替

　公共資産等整備の財源として発行していた地方債を一般財源で２０億９３７５
万円償還したことにより、その他一般財源から公共資産等整備一般財源へ振り替え
ました。

　　以上の結果、その他一般財源は２０億０２２４万円減少し、△１２３億４２４３
　万円となっています。
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Ⅴ　資金収支計算書
Ⅴ－１　　資金収支計算書とは

　資金収支計算書は、歳計現金（＝資金）の出入りの情報を「経常的収支の部」「公共資産
整備収支の部」「投資・財務的収支の部」の３つの区分に分けて表した財務書類です。
　　

Ⅴ－２　　資金収支計算書の概要

Ⅴ－２－１　総括

　経常的収支の部で生じた収支剰余（黒字）は５６億７，３５０万円で、公共資産整備収支
の部の収支不足額（赤字）１０億４，０６２万円と投資・財務的収支の部の収支不足額（赤
字）４６億２，０１７万円を補てんしています。
　経常的収支の部の黒字が公共資産整備収支の部と投資・財務的収支の部の収支不足額の合
計を上回っているため、期首に４億５，３９１万円あった現金が、期末では１，２７１万円
増額の４億６，６６２万円となっています。

経常的収支の部 公共資産整備収支の部

収　　　入

２３億３５１２万円 支　　　出

支　　　出 収支不足② ３４億０８３１万円

１６７億０１２７万円 １０億７３１９万円
収　　　入

２１８億５１７４万円

投資・財務的収支の部

収　　　入
５億２１５８万円 支　　　出

収支不足③ ４４億６５３９万円
収支剰余①
５１億５０４７万円 ３９億４３８１万円

①－（②＋③）
１億３３４７万円

期首歳計現金残高 期末歳計現金残高
５億１１７７万円 ６億４５２４万円
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Ⅴ－２－２　経常的収支の部

１　経常的支出

　　人件費や物件費、社会保障給付費、補助金、支払利息、他会計への繰出金など日常的
　な行政サービスを行うにあたって必要な費用で１６７億０１２７万円となっています。
　　支出額の大きい順に、人件費４１億８２８６万円、社会保障給付費３９億３４８１
　万円、補助金等３１億２８３３万円、物件費２５億８５９７万円などとなっています。

２　経常的収入

　　地方税や地方交付税など日常の行政サービスを行うための支出を賄う収入で２１８億
　５１７４万円となっています。
　　収入額の大きい順に、地方交付税１０９億５２７３万円、国県補助金等４３億８０３
　４万円、地方税２４億２９３４万円などとなっています。

　　この結果、経常的収支の差額５１億５０４７万円が公共資産整備や地方債償還など
　に充当されることになります。

Ⅴ－２－３　公共資産整備収支の部

１　支出

　　つがる市で社会資本を整備した公共資産整備支出が２７億２８４２万円、他団体に
　補助金を支出して公共資産を整備した公共資産整備補助金等支出が１億５７３１万円、
　他会計への繰出金や補助金等のうち建設費に充てられたものが５億２２５８万円で、
　合計３４億０８３１万円となっています。

２　収入

　　公共資産整備支出の財源となった国県補助金等が６億８，２３５万円、地方債発行額
　が１７億１，７８０万円、基金取崩額及びその他の収入が８，５２９万円で、合計２４
　億８，５４５万円となっています。

　　この結果、公共資産整備収支の額は、１０億０７３１９万円の赤字となっていますが、
　この不足額は、経常的収支の黒字により賄われたことになります。

Ⅴ－２－４　投資・財務的収支の部

１　支出

　　貸付金が２５万円、基金積立金が８億８９２２万円、他会計等への公債費
　充当財源繰出支出が６億６１２２万円、地方債償還額が２８億６６０３万円などと
　なっており、合計では４４億６５３９万円となっています。

２　収入

　　貸付金回収額が２５万円、地方債発行額が４億８９９０万円、公共資産等売
　却収入が３億１４３１万円で、合計では５億２１５８万円となっています。
　　この結果、投資・財務的収支の額は３９億４３８１万円の赤字となっていますが、
　この不足額は、経常的収支の黒字により賄われたことになります。
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Ⅴ－２－５　注記

１　一時借入金に関する情報

　　　一時借入金の最高額は５０億円となっています。
　　　また、平成２６年度の一時借入金に係る利子は２７万円となっています。

２　基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　　　基礎的財政収支とは、地方債などの借金を除いた歳入と、過去の借金の元利払いな
　　どを除いた歳出の差のことで、歳出の方が多ければ将来の借金負担が増加しているこ
　　とになり、歳出の方が少なければ借金が減少していることを示します。
　　　平成２６年度は地方債発行額が３８億８４００万円に対し、地方債の償還額が２８
　　億６６０３万円と１０億１７９７万円償還額が下回っており、財政調整基金への積立
　　等により基礎的財政収支は１億７２６１万円のマイナスとなっています。

（単位：千円）

基礎的財政収支 △ 172,609
　 収入総額 24,708,446
 　地方債発行額 △ 3,884,000

 　財政調整基金等積立額 711,889

 　財政調整基金等取崩額 0
　 支出総額 △ 24,574,972
　 地方債元利償還額 2,866,028

18 


	1_0_0_表紙
	1_0_1_目次
	1_1～2
	1_3～8
	1_9～10
	1_11～13
	1_14～15
	1_16～18

